
　短期間で社内の他担当・他所属の業務を経験できる社内
業務トレーニー制度を通じ、職員が多様な業務を経験し、
業務知識や視野を拡大することで自律的にキャリアデザ
インを描けるよう支援をしています。
　2010年度は、FP（ファイナンシャルプランナー）業務や
コールセンター業務等、お客さまと直接接点を持つ分野
へのトレーニーを充実し、お客さま理解の促進を図って
いきます。また、社内にとどまらず、社外へのトレーニー
を実施することで、多角的な経営視点とビジネス感覚を
養っていきます。

　職員の自律的なビジネススキル向上への意欲を支援す
るために、自宅で学習できるeラーニング制度を導入して
おり、2009年度は、基幹職の約2割となる2,123名の職
員からの応募がありました。
　2010年度は、ビジネススキルの基礎・マネジメント力
強化・課題解決力強化・営業力強化・語学力強化等さまざ
まな視点で、全18コースと豊富なラインアップを設定し、
さらなる活用を促進しています。
　また、「しごとダイエット（業務量削減）」取組と「カイゼ
ンプラス活動（生産性向上）」取組により、職員のスキル 

アップ・知識習得に向けた自己投資をする時間を確保した
上で、職員一人ひとりが人財価値の向上を目指す「ワーク・
ラーニング・バランス」を推進していきます。

■ eラーニング制度■ 社内外トレーニー制度
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ワーク・ラーニング・バランスの取り組み

ワーク
ラーニング
バランス

業務量削減
生産性向上
しごとダイエット
カイゼンプラス活動

自己研鑽
eラーニング　等

生産性向上等による
時間の創出

知識・スキル向上による
さらなる生産性の向上

V O I C E  

トレーニー経験を活かして品質をさらに高めます

　担当している業務の次工程の所管を経験することで、
幅広い視野を持って今後の業務に活かせると思ったの
が社内トレーニーに応募したきっかけです。品質管理

町田支社
高原 愛子

指標の分析、実績向上に
向けた取り組みの確認、
他支社での取り組みの経
験といった事務指導業務
の実践を自支社でのカイ
ゼン取組に活かしていき
ます。

お客さまと接し、これからの業務に活かします

　担当業務が事務中心だったので、直接お客さまと接す
ることで仕事に対する意識、業務の進め方等が変わると
思い、法人営業業務に応募しました。実際企業訪問に

営業開発部
竹田津 加奈

同行し、お客さまのニー
ズ、営業担当に求められ
るスキル、当社業務の幅
広さ等、多くのことを学
びました。今後は業務の
先にお客さまの存在を意
識し取り組んでいきます。

社内トレーニーの声

ｅラーニングでビジネススキルをレベルアップ

　求められる業務の質がますます高くなると考え、自
身のスキルアップを目指して受講しました。業務の背
景や、上司の求めるレベルを意識して取り組めるよう
になりました。eラーニングは会社の支援により社会人

総合審査部
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として必要なビジネスス
キルが習得でき、到達レ
ベルを確認しながら受講
できる等の利点がありま
す。今年は語学力向上の
ためのコースを受講した
いと思います。

V O I C E  

eラーニング受講者の声

2008年度 2009年度
社内トレーニー応募者 483名 819名

2008年度 2009年度
eラーニング受講者 1,154名 2,123名

い ち ば ん、人 を 考 える 会 社 に なる。

　人財の多様性を認め、個性を尊重し活かすダイバーシ
ティの推進に強力に取り組んでいます。具体的には「女性
の活躍推進」、「障がい者雇用の促進」、「ワーク・ライフ・
バランスの推進」および「ダイバーシティの定着に向けた職
員の意識改革」を推進しています。

　女性のキャリアアップ志向、チャ
レンジ意欲を継続的に高めるため、
さまざまな取り組みを実施していま
す。取り組みによって、上位職位を
目指す女性が増え、継続的な役職者
登用につながっています。

　積極的に障がい者雇用に取り組み、2010月6月1日現
在、雇用率（2.01％）は法定雇用率を上回っています。ま
た、特例子会社である｢第一生命チャレンジド｣は、障が

　こうした取り組みにより、当社は
次世代育成支援対策推進法の「次世
代認定マーク」を取得しています
（2007年5月、2009年7月）。2009

～2010年の2年間は、特に男性の

■ 女性の活躍推進

■ 障がい者雇用の推進

　ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、ファミリー
フレンドリー制度を充実させ、職員の仕事と家庭の両立
を支援するとともに、意識改革にも取り組んでいます。

■ ワーク・ライフ・バランスの推進

ダイバーシティの推進

多様な人財が活躍する職場づくり
多様な人財が個性と能力を発揮できる職場づくりを推進しています。
性別に関わらず活躍できる環境づくりや、障がい者の積極的な採用を進めています。
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　2010年4月に22名を管理職に登用しました。

　女性職員が自律的にキャリアプランを描き、さらなる
活躍の場を広げるために、体系的な能力開発プログラム
を構築し、積極的に支援しています。

　妊娠から出産･育児期における「産前産後休暇の有給
化」や最長25カ月まで取得できる「育児休業」等の制度を
整えています。復職後には子どもが小学一年生の4月末
日まで「6または5時間」勤務ができる「短時間勤務」や、
育児にかかる経費を軽減するための｢育児サービス経費補
助（3歳まで）｣があります。また、エリア職員が家族の転
勤等により居住地の変更を希望した場合に異動できる 

「ふぁみりぃ転勤制度」があり、キャリアの継続を支援す
るための制度を整備しています。

積極的な役職登用

女性のための能力開発支援

仕事と家庭の両立支援（ファミリーフレンドリー）制度の充実

役職者に占める女性職員の割合

女性職員数 女性の占める割合
経営管理職（支社長、部長等） 6名 1.2%

管理職（営業部長、マネジャー等） 163名 6.6%

オフィス長・オフィストレーナー 2,784名 75.0%

アシスタントマネジャー・業務リーダー 1,436名 52.5%

い者雇用に関わる取り組みが評価さ
れ、2009年10月に生命保険業界（子
会社を含む）で初めて厚生労働省の
「障害者雇用優良企業」に認定されま
した。 ハートフルリボンマーク

（2010年4月1日現在）

女性指導者層対象 選抜女性管理職研修

リーダーチャレンジ研修

ステップアップ研修

マネジャー養成塾

営業職員対象

●女性支社長・営業部長の会

●選抜オフィストレーナー研修

●トップリーダー研修所

●オフィス長指導力スキル 
アップ研修

●『夢クラブ』キャリアステッ
プ研修

育児休業取得者 830名

育児のための短時間勤務制度利用者 154名

育児サービス経費補助受給者 4,002名

ふぁみりぃ転勤制度利用者 37名

女性の活躍推進Web

ダイバーシティ・マネジメントの取組方針
ダイバーシティ・マネジメントの定着に向けた職員の意識改革

Web

障がい者雇用の推進Web

育児休暇取得の推進および育児休業者のスムーズな職場
復帰の支援を中心に両立支援に取り組みます。

ポジティブ・アク
ション（女性の活
躍推進）普及促進
のためのシンボル
マーク

い ち ば ん、人 を 考 える 会 社 に なる。

制度利用実績 （2009年度）

〈営業職員〉 〈内勤職員〉

63 64



　第一生命労働組合は、内勤職員および営業職員が組合
員となるユニオンショップ制を採用しており、同組合の
組合員の条件に該当する人数は50,879名（2010年4月1

日現在）です。
　会社と組合は、より豊かで明るい生活の実現、やりがい・
働きがいのある職場づくりのために、各種協議会を通じ
て対話を重ね、両者が活発に意見交換しています。

　全国の営業拠点に在籍する営業職員は、全員が「チーム」
に所属し、各チームごとに営業上のノウハウの共有や新
人育成に取り組んでいます。
　このチーム単位の小集団活動をバックアップするべく、
1993年より取り組んでいるのが「チームワーク活動」です。
「チーム員全員が参画し、主体的に創意工夫する」「協力
しあい、励ましあい、学びあうことでともに成長する」こ
とをコンセプトに活動を展開しています。
　「チームワーク
2009」でも、各チー
ムのボトムアップの
取組事例が数多く紹
介され、営業活動や
採用・育成における
工夫とノウハウが全
国で共有されました。

　営業職員の人財育成は、入社後2年間の教育が鍵を握
ります。その効力を高めるためには、実践研修室・営業オ
フィス・支社といった育成を担う組織が、確実に統一プロ
グラムを実施するとともに、相互協力しながら、独自の
創意工夫を加えることが重要となります。
　この工夫事例のベンチマークを毎年実施し、これまで
も数々の取組内容が共有化され、全社運営にも反映され

　内勤職員がPDCAサイクルに基づいた業務プロセス改
善へ取り組むことを後押しする仕組みとして全社で「カイ
ゼンプラス活動」を実施しています。
　この活動はそれぞれの持ち場で創意と工夫を発揮しな
がら業務のさらなる高品質化と効率化を目指していくも
のです。さまざまな組織課題の解決に向けた小集団によ
るボトムアップでの取り組みが、あらゆる所属にて展開さ
れています。

■ チームワーク活動

■ 採用育成好取組研究会

■ カイゼンプラス活動

知の共有化
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労働組合との関わり

　2003年度より全職員を対象にES（職員満足度）調査を
実施しています。「労働条件・環境」、「仕事」等7つの要素
に関する満足度や意識を把握するとともに、自由意見欄
を設けて職員からの声を集約しています。各層の職員の
思いや考えは、ES向上の諸施策に反映させています。
　また、各所属に調査結果を速やかにフィードバックし
て、課題の把握、解決策の検討を行っています。

職員満足度の把握

　当社では、自身のさらなる飛躍を目指す職員に対し、
有益なアドバイス・支援を行う仕組みとして、キャリア形
成に関するさまざまな不安や悩み等の相談に対応し、相
談者本人の自立的な解決を促すことを目的に、2009年
10月に「キャリア支援デスク」を開設しました。専門スキ
ルを持ったキャリア・アドバイザーが、職員のキャリア形
成に関する悩みや課題に対してアドバイスを行っています。

キャリア支援デスク

※ 「自己都合等を理由とした退職人数÷期始人員数×100」で算出しています。
※ スタッフ社員、常勤嘱託従業員等は除きます。

社内コミュニケーションの活性化

　経営層が「職員の声」に真剣に耳を傾ける場として、「役
員と語る」を実施しています。
　これは、全国の支社や本社各部へ各役員が足を運び、
さまざまな経営課題についてその背景や考え方を職員と
共有するとともに、職員からの質問や意見を経営層が真
正面から受け止める場ともなっています。
　こうしたダイレクトな対話を通じて、社内コミュニケー
ションの活性化、一体感のある活気あふれる組織づくり
に努めています。

■ 役員と語る

　社長と職員をダイレクトに結ぶ仕組みとしてイントラ 

ネットを活用した「ネットワーク社長室」を開設していま
す。経営層の考えを「メッセージ」として職員へ伝えたり、
創立記念日等の社長講話を「公式スピーチ」として全社へ
知らせるなど、経営ビジョン共有に向けた“社長のホーム
ページ”として運営を行っています。
　職員は日ごろの業務で感じた疑問や気付きを社長へ 

「ネットワーク社長室」

■ ネットワーク社長室

チームワーク表彰

ました。2010年度は
「初期集中教育」「2年
間育成」に「指導者層教
育」を加えた3つの切
り口から取組内容をベ
ンチマークし、「育成
力」のレベルアップを
図ります。 全社発表会

内勤職員の年次有給休暇取得率

2007年度 2008年度 2009年度
35.2％ 44.7％ 58.6％

内勤職員の離職率

2007年度 2008年度 2009年度
3.6％ 3.0％ 2.0％

ワーク・ライフ・バランスの推進Web

　ワーク・ライフ・バランスの実現には、職員の働き方の
変革が重要との考えから、継続的な業務量の削減・ノー残
業デー等による総労働時間縮減や、家族の職場参観日の
開催等により職員のワーク・ライフ・バランスの向上に取
り組んでいます。また、年次有給休暇を確実に取得する「計
画公休制度」や、子どもの学校行事、介護、ボランティア
等の理由で取得できる「ワーク・ライフ・バランス休暇」等に
より、内勤職員の年次有給休暇の取得率は向上し、離職
率も低下しました。

ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取り組み

「ネットワーク社長室」におけるコミュニケーション実績

社長からの
メッセージ

公式行事に
おけるスピーチ

職員からの
質問への回答

発信数 26件 7件 17件

（2009年度）

　職員が十分に能力を発揮できるよう、
心と体の両面へのサポートを行ってい
ます。定期健康診断、メンタルヘルス
対策のほか、各種がん検診や予防接種
等の補助も実施しています。
　2010年度より「健康増進推進専門委員会」を設置し、同
年を「健康増進元年」と位置付け、全社横断的に職員の健
康増進に向けた取り組みを強化しています。職員への啓発・
教育を通じ、お客さまの健康増進も推進していきます。

心と体の健康

啓発活動

・医師等の社外講師によるセミナーの開催
・機関誌や社内教材、　お客さま向けチラシによる情報提供
・医療・介護啓発ビデオの提供　等

メンタルヘルス対策

・各種集合研修時にメンタルヘルスの
   「セルフケア」「ラインケア」を
   テーマとした研修を実施
・管理職用に「ラインケアマニュアル」を作成・配付
・『こころもカラダも「健康宣言」』の配付
・さまざまなカウンセリング・
   相談窓口の設置と利用促進

伝えることもでき、
その回答も全社へ
フィードバックさ 

れるなど、「双方向 

コミュニケーショ
ン」を実現してい
ます。

い ち ば ん、人 を 考 える 会 社 に なる。

啓発チラシ

65 66




